
 

 

                                                   
 

令和７年９月２４日 

総 務 部 市 町 村 課 

0 4 3 - 2 2 3 - 2 1 3 1 

令和６年度市町村決算及び健全化判断比率等（見込み）の概要 

 

県内各市町村の令和６年度の決算等の状況がまとまりましたのでお知らせします。 

なお、概要につきましては以下のとおりです。 

 

１ 市町村普通会計決算（見込み）の概要 

（１）決算規模 

令和６年度の県内54市町村の普通会計の決算額は、歳入が2兆8,881億38百万円で 

前年度に比べ5.1％（1,408億56百万円）の増、歳出が2兆7,929億20百万円で前年度に  

比べ5.2％（1,384億49百万円）の増となった。 

  

○決算規模 

 

 

 

 

 

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

歳入 22,455 22,495 22,910 22,935 23,976 31,922 27,760 27,531 27,473 28,881

歳出 21,422 21,683 22,090 22,185 23,004 30,889 26,518 26,454 26,545 27,929
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（２）決算収支 

ア 実質収支 

歳入歳出差引額から繰越財源を差し引いた実質収支は、723億34百万円の黒字で、

18年連続して県内全市町村で黒字となった。 

 

○実質収支                        （単位：百万円、％） 

区 分 令和 6 年度 令和 5 年度 対前年度増減額 増減率 
歳 入 2,888,138 2,747,282 140,856 5.1 
歳 出 2,792,920 2,654,471 138,449 5.2 
歳入歳出差引(A) 95,218 92,811 2,407 2.6 
繰越財源  (B) 22,884 22,740 144 0.6 
実質収支 (A-B) 72,334 70,071 2,263 3.2 

（注）百万円未満を四捨五入しているため、差引が一致しない場合がある。 

 

イ 単年度収支・実質単年度収支 

実質収支から、前年度の実質収支を差し引いた単年度収支は、22億63百万円の黒字

となった。 

また、単年度収支に実質的な黒字要素を加え、赤字要素を差し引いた実質単年度  

収支は、306億1百万円の赤字となった。 

※黒字要素：財政調整基金への積立額及び地方債の繰上償還額 

  ※赤字要素：財政調整基金の取崩額 

 

○単年度収支・実質単年度収支              （単位：百万円） 

区 分 令和 6 年度 令和 5 年度 対前年度増減額 
単 年 度 収 支  ( A ) 2,263 ▲18,030 20,293 
積 立 金    ( B ) 24,656 17,664 6,992 
繰 上 償 還 額  ( C ) 2,048 460 1,588 
積 立 金 取 崩 し 額 ( D ) 59,568 51,969 7,599 
実 質 単 年 度 収 支 
( A + B + C - D ) 

▲30,601 ▲51,875 21,274 

（注）百万円未満を四捨五入しているため、差引が一致しない場合がある。 
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（３）歳入 

 

定額減税の実施により個人住民税が減少した一方、法人住民税や固定資産税の増加

により市町村税全体では増加となり、また定額減税減収補填特例交付金の増加による

各種交付金の増加、普通建設事業の進捗に伴う地方債の増加により、歳入総額として

は、前年度に比べ5.1％の増加となった。 

また、使途が特定されていない一般財源等については、前年度に比べ4.6％の増加と

なった。 

 

○主な歳入項目の状況                   （単位：百万円、％） 

※1 各種交付金は、利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、分離課税所得割交付金、地方消費税  
交付金、ゴルフ場利用税交付金、自動車取得税交付金、軽油引取税交付金、自動車税環境性能割交付金、法人  
事業税交付金、地方特例交付金等及び交通安全対策特別交付金の合算額である。 

※2 国庫支出金は、国有提供施設等所在市町村助成交付金を含む。 
※3 一般財源等は、市町村税、地方譲与税、各種交付金、地方交付税、地方債のうち臨時財政対策債及び減収    

補てん債特例分の合算額である。 
（注 1）百万円未満を四捨五入しているため、合計等が一致しない場合がある。 
（注 2）構成比は、小数点第 1 位未満を四捨五入しているため、合計が 100.0％にならない場合がある。 

  

区 分 決算額 構成比 
対前年度 
増減額 

増減率 

市 町 村 税 1,112,362 38.5 17,152 1.6 

地 方 譲 与 税 17,956 0.6 ▲55 ▲0.3 

各 種 交 付 金 ※ １ 245,889 8.5 46,917 23.6 

 
うち地方消費税交付金 156,582 5.4 5,882 3.9 

うち地方特例交付金 37,245 1.3 30,441 447.4 

地 方 交 付 税 232,276 8.0 16,412 7.6 

国  庫  支  出  金 ※２ 555,783 19.2 3,306 0.6 

県 支 出 金 180,849 6.3 6,093 3.5 

繰 入 金 101,502 3.5 19,170 23.3 

繰 越 金 72,276 2.5 ▲8,892 ▲11.0 

地 方 債 184,899 6.4 32,488 21.3 

 うち臨時財政対策債 7,799 0.3 ▲9,136 ▲53.9 

そ の 他 184,346 6.4 8,264 4.7 

合 計 2,888,138 100 140,856 5.1 

＜参考＞ 一般財源等 ※３ 1,616,287 56.0 70,755 4.6 
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○歳入項目の構成比 

 

 
 

歳入の主な増減要因 

ア 市町村税 1兆 1,123億 62百万円（対前年度比＋1.6％（171億 52百万円増）） 

定額減税の実施により個人住民税が減少した一方、固定資産の評価替えや償却資

産の増による固定資産税の増、企業業績の堅調による法人住民税の増により、全体と

しては増加となった。 

 

イ 各種交付金 2,458億 89百万円（対前年度比＋23.6％（469億 17百万円増）） 

個人住民税の定額減税に伴う減収を補填する定額減税減収補填特例交付金の新設

により、増加となった。 

 

ウ 地方交付税 2,322億 76百万円（対前年度比＋7.6％（164億 12百万円増）） 

こども子育て費の新設や職員の給与改定に対応するための経費が算定されたこと

により、増加となった。 
 

エ 国庫支出金 5,557億 83百万円（対前年度比＋0.6％（33億 6百万円増）） 

新型コロナウイルス感染症対策に関する補助金の減があった一方、児童手当制度

の拡充による児童手当等交付金の増や定額減税の調整給付の実施に伴う物価高騰対

応重点支援地方創生臨時交付金の増などにより、増加となった。 
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オ 県支出金 1,808億 49百万円（対前年度比＋3.5％（60億 93百万円増）） 

児童保護費等負担金や障害者自立支援給付費等負担金の増により、増加となった。 

 

カ 繰入金 1,015億 2百万円（対前年度比＋23.3％（191億 70百万円増）） 

財源不足等に対応するための財政調整基金からの繰入れの増により、増加と  

なった。 

 

キ 地方債 1,848億 99百万円（対前年度比＋21.3％（324億 88百万円増）） 

学校教育施設や廃棄物処理施設など公共施設等の整備事業、病院の建替事業によ

り、増加となった。 
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（４）歳出 

人事院勧告に基づく給与改定や定年の段階的な引上げに伴う定年退職者数の増に

よる人件費の増や、物価高騰への対応として実施された給付事業による扶助費の増、

公共施設整備事業の進捗による普通建設事業費の増などにより、歳出総額は前年度

に比べ5.2％の増加となった。 

 

  ○主な性質別歳出の状況                   （単位：百万円、％） 

 区 分 決算額 構成比 
対前年度 
増減額 

増減率 

義 務 的 経 費 1,481,320 53.0 83,851 6.0 

 

人 件 費 486,335 17.4 33,577 7.4 

扶 助 費 788,703 28.2 51,517 7.0 

公 債 費 206,283 7.4 ▲1,243 ▲0.6 

投 資 的 経 費 298,315 10.7 48,027 19.2 

  

普 通 建 設 事 業 費 295,384 10.6 48,157 19.5 

 
うち補助事業費※ 89,390 3.2 4,358 5.1 

うち単独事業費※ 205,994 7.4 43,800 27.0 

 災 害 復 旧 事 業 費 2,931 0.1 ▲131 ▲4.3 

そ の 他 の 経 費 1,013,284 36.3 6,571 0.7 

 

う ち 物 件 費 439,449 15.7 16,135 3.8 

う ち 補 助 費 等 225,232 8.1 ▲6,271 ▲2.7 

う ち 積 立 金 66,588 2.4 ▲4,942 ▲6.9 

う ち 繰 出 金 216,219 7.7 1,877 0.9 

合 計 2,792,920 100 138,449 5.2 
※普通建設事業費のうち補助事業費には国直轄事業負担金、受託事業費のうち補助事業費を含み、単独事業費には

県営事業負担金、同級他団体施行事業負担金、受託事業費のうち単独事業費を含む。 
（注 1）百万円未満を四捨五入しているため、合計等が一致しない場合がある。 
（注 2）構成比は、小数点第 1 位未満を四捨五入しているため、合計が 100.0％にならない場合がある。 
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○性質別歳出の構成比 

 

 

歳出の主な増減要因 

ア 義務的経費 1 兆 4,813 億 20 百万円（対前年度比＋6.0％（838 億 51 百万円増）） 

① 人件費 4,863億 35百万円（対前年度比＋7.4％（335億 77百万円増）） 

人事院勧告に基づく給与改定による給料、期末・勤勉手当の増、会計年度任用職員

への勤勉手当支給開始による増、段階的な定年引上げにより定年退職者数が増加す

る年度に当たったことによる退職手当の増により、増加となった。 

 

② 扶助費 7,887億 3百万円（対前年度比＋7.0％（515億 17百万円増）） 

物価高騰への対応として実施された定額減税の調整給付に加え、公定価格の引き

上げに伴う保育所運営費の増により、増加となった。 

 

③ 公債費 2,062億 83百万円（対前年度比▲0.6％（12億 43百万円減）） 

臨時財政対策債の元利償還金の減により、減少となった。 

 

イ 投資的経費 2,983億 15百万円（対前年度比＋19.2％（480億 27百万円増）） 

① 普通建設事業費 2,953億 84百万円(対前年度比＋19.5％（481億 57百万円増）) 
学校教育施設や廃棄物処理施設など公共施設等の整備事業の進捗により、増加と

なった。 

 

② 災害復旧事業費 29億 31百万円（対前年度比▲4.3％（1億 31百万円減）） 

令和５年台風 13 号に伴う大雨による災害復旧事業の進捗により、減少となった。 
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ウ その他 

① 物件費 4,394億 49百万円（対前年度比＋3.8％（161億 35百万円増）） 

労務単価や物価の上昇に伴う委託料の増に加え、自治体情報システムの標準化、予

防接種に要する経費の増により、増加となった。 

 

② 補助費等 2,252億 32百万円（対前年度比▲2.7％（62億 71百万円減）） 

一部事務組合や公営企業に対する負担金・補助金が増となった一方、令和５年度は

新型コロナウイルス感染症に関する国庫支出金についての返還額が大きかったため、

前年度と比較すると減少となった。 

 

③ 積立金 665億 88百万円（対前年度比▲6.9％（49億 42百万円減）） 

令和５年度は、一部団体において公共施設等の整備への活用を目的とする基金の

新設に伴う積立てがあったため、減少となった。 

 

④ 繰出金 2,162億 19百万円（対前年度比＋0.9％（18億 77百万円増）） 

後期高齢者医療事業会計や介護保険事業会計への繰出金の増により、増加となっ

た。 
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（５）財政構造の弾力性 

経常収支比率※の県内54団体の平均値は92.6％で、前年度に比べ0.7ポイントの

増となった。 

※経常収支比率とは、人件費、扶助費、公債費のように毎年度経常的に支出される経費に充当された一般財源が、  

一般財源総額のうち地方税、普通交付税のように毎年度経常的に収入される一般財源に対し、どの程度の割合と 

なっているかをみることにより、政策的経費などに充てられる余力がどれだけあるかをみるもの。 

○経常収支比率（全団体単純平均）と９５％以上の団体数の推移 

○経常収支比率が９５％以上の団体 

令和 6 年度（17 団体） 【参考】令和 5 年度（12 団体） 
鴨川市(102.1％)、八街市（101.6％）、 
大網白里市（99.9％）、勝浦市（99.2％）、 
匝瑳市（99.1％）、千葉市（98.8％）、 
鎌ケ谷市（98.2％）、栄町(97.8％)、 
習志野市（97.5％）、君津市（97.5％）、 
館山市(97.4％)、船橋市（97.3％）、 
八千代市（96.9％）、松戸市（96.2％）、 
我孫子市（95.7％）、佐倉市（95.6％）、 
野田市（95.3％） 

鴨川市(102.2％)、勝浦市（99.8％）、 
大網白里市（99.8％）、千葉市（98.4％）、 
鎌ケ谷市（98.4％）、八街市（97.5％）、 
茂原市(97.3％)、匝瑳市（97.1％）、 
習志野市（96.9％）、八千代市(96.6％)、 
栄町（96.3％）、我孫子市（95.3％） 

経常収支比率の主な増減理由 

経常一般財源等（分母）の増があった一方、これを上回る経常経費充当一般財源等（分

子）の増があったため、増加となった。 

○経常一般財源等（分母）1兆 5,465億 20百万円 

（対前年度比＋4.7％（692億 49百万円増）） 

固定資産税など市町村税の増や普通交付税の増により、増加したことによる。 

○経常経費充当一般財源等（分子）1兆 4,552億 52百万円 

   （対前年度比＋5.3％（733億 54百万円増）） 

人事院勧告に基づく給与改定による人件費の増や労務単価・物価の上昇に伴う

物件費の増により、増加したことによる。 
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（６）将来の財政負担と基金 

※財政調整基金等残高比率とは、標準財政規模に対する財政調整基金及び減債基金の残高の比率である。 

標準財政規模とは、当該団体における標準的な一般財源の規模を示し、標準税収入額、普通交付税、 

地方譲与税、交通安全対策特別交付金及び臨時財政対策債発行可能額の合算額である。 

 

○将来の実質的な財政負担                    （単位：百万円、％） 

区分 令和 6 年度 令和 5 年度 増減額 増減率 

地方債現在高 Ａ 2,046,029 2,058,241 ▲12,212 ▲0.6 
 うち臨時財政対策債 685,861 741,411 ▲55,550 ▲7.5 
債務負担行為翌年度 
以降支出予定額 Ｂ 

734,313 683,051 51,262 7.5 

債務総額 Ａ＋Ｂ 2,780,342 2,741,292 39,050 1.4 
積立金現在高 Ｃ 527,116 536,736 ▲9,621 ▲1.8 
  財政調整基金 241,162 255,544 ▲14,382 ▲5.6 
  減債基金 44,423 43,320 1,103 2.5 
  その他特定目的基金 241,530 237,872 3,658 1.5 
財政調整基金等残高比率 27.9 29.5 ― ▲1.6 
将来の財政負担 
   Ａ＋Ｂ－Ｃ 

2,253,226 2,204,556 48,671 2.2 

（注）百万円未満を四捨五入しているため、合計等が一致しない場合がある。 
 

  

令和６年度末の債務総額（地方債現在高と債務負担行為翌年度以降支出予定額の計）

は、2兆7,803億42百万円で、臨時財政対策債の減による地方債現在高の減はあったも

のの、庁舎や廃棄物処理施設等の整備事業に対応するための債務負担行為を設定した

ことにより債務負担行為翌年度以降支出予定額が増となり、前年度末に比べ1.4％（390

億50百万円）の増加となった。 

また、令和６年度末の積立金（財政調整基金、減債基金、その他特定目的基金）の現

在高は、5,271億16百万円で、財政調整基金の残高が減少したことから、前年度末に比

べ1.8％（96億21百万円）の減少となった。 

財政調整基金等残高比率※（単純平均）は、前年度比1.6ポイント減の27.9％となっ

た。 

債務総額から積立金現在高を減じた将来の財政負担は、2兆2,532億26百万円で、前

年度末に比べ2.2％（486億71百万円）増加している。 
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○債務総額の推移 

  

 

地方債現在高の主な増減理由 

  庁舎や学校教育施設の整備に用いた公共施設等適正管理推進事業債の増があった一

方、臨時財政対策債の減により減少となった。 

 

  ○地方債現在高：2兆460億29百万円（対前年度比▲0.6％、122億12百万円減） 

・うち臨時財政対策債分：6,858億61百万円   

（対前年度比▲7.5％、555億50百万円減） 

・うち臨時財政対策債分以外：1兆 3,601億 68百万円 

 （対前年度比＋3.3％、433億 37百万円増） 

 
債務負担行為翌年度以降支出予定額の主な増減理由 

  庁舎や廃棄物処理施設等の整備事業に対応するための債務負担行為を設定したこと

により、債務負担行為翌年度以降支出予定額が増加となった。 

 

  ○債務負担行為翌年度以降支出予定額：7,343億13百万円 

（対前年度比＋7.5％、512億62百万円増） 
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○基金残高の推移 

 

 

○財政調整基金等残高比率が５％未満の団体 

令和 6 年度 【参考】令和 5 年度 
千葉市（4.4％） なし 

 

基金残高の主な増減理由 

ア 財政調整基金 2,411億 62百万円（対前年度比▲5.6％（143億 82百万円減）） 

財源不足等による取崩額の増により、残高は減少した。 

 
イ その他特定目的基金 2,415億 30百万円 

（対前年度比＋1.5％（36億 58百万円増）） 

公共施設の整備やまちづくりに関する事業への活用を目的とする基金への積立て

の増により、増加した。 
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（年度） 
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（単位：百万円、％)

増減率

黒字額 赤字額 差引 黒字額 赤字額 差引 差引 ③÷①×100

5,446 1,006 4,440 5,504 578 4,926 486 11.0
［事業数］ ［35］ ［8］ ［35］ ［8］

389 4,975 ▲ 4,586 64 11,068 ▲ 11,004 ▲ 6,418 ▲ 139.9
［事業数］ ［8］ ［11］ ［5］ ［14］

7,386 156 7,230 6,906 358 6,548 ▲ 682 ▲ 9.4
［事業数］ ［60］ ［9］ ［62］ ［7］
うち法適用 6,854 146 6,707 6,906 358 6,548 ▲ 159 ▲ 2.4
［事業数］ ［50］ ［7］ ［61］ ［7］
うち法非適用 533 10 522 0 0 0 ▲ 522 ▲ 100.0
［事業数］ ［10］ ［2］ ［1］ －

203 45 158 181 15 166 8 4.9
［事業数］ ［3］ ［3］ ［4］ ［2］

608 0 608 566 0 566 ▲ 42 ▲ 7.0
［事業数］ ［41］ － ［38］ －
うち法適用 118 0 118 38 0 38 ▲ 79 ▲ 67.5
［事業数］ ［3］ － ［3］ －
うち法非適用 490 0 490 527 0 527 37 7.6
［事業数］ ［38］ － ［35］ －

14,032 6,182 7,849 13,221 12,020 1,201 ▲ 6,648 ▲ 84.7
［事業数］ ［147］ ［31］ ［144］ ［31］

水道(法適用)

病院(法適用)

下水道

ガス(法適用)

その他

合計

区分･年度 令和５年度 ① 令和６年度 ②
増減額 ③

（②ー①）
事業

２ 市町村公営企業決算（見込み）の概要 

 県内の地方公営企業（県及び県加入の組合等を除く）は、事業数が前年度から３事業  

減少し、175 事業となった。 

 収支の状況は、公営企業全体で 12 億 1 百万円の黒字となったものの、前年度に比べ   

66 億 48 百万円、84.7％減少した。主な理由は、職員給与費が増加したことや、病院事業に

おいて特別損失が増加したことによるものである。 

 料金収入は 2,335 億 4 百万円であり、前年度に比べ 48 億 96 百万円、2.1％増加した。 

主な理由は、病院事業において入院収益が増加したことや、ガス事業において令和 5 年  

1 月分から開始されたエネルギー価格高騰対策の国庫支援事業による使用料の減免が  

令和 6年 5月分で終了したことに伴い、使用料が増加したことによるものである。 

 一般会計等からの他会計繰入金は、前年度に比べ 7 億 61 百万円、1.0％減少の 721 億  

92 百万円、累積欠損金は、前年度に比べ 83 億 6 百万円、21.2％増加の 474 億 13 百万円

（24 事業で計上）となった。 
 
○収支の状況（法適用事業･･･純損益、法非適用事業･･･実質収支） 

 
 
 
 
 
 
 
  

※各項目の数値は表示単位未満を四捨五入しているため、その内訳を合計した数値は合計欄の数値と一致しない場合
もある。また、増減率等は、千円単位で算出したものである。 
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（単位：百万円、％）
年度 令和

増減額 増減率
事業 (A) (B) (B)-(A) (B)-(A)/(A)

64,697 64,845 63,126 63,521 64,688 1,167 1.8
(76.7) (76.8) (75.8) (76.6) (77.0)

78,919 83,429 81,911 86,311 87,715 1,404 1.6
(69.1) (70.4) (72.3) (78.3) (79.1)

65,871 65,987 64,319 66,695 67,925 1,230 1.8
(46.1) (46.2) (44.9) (46.3) (46.3)
7,588 8,329 9,693 7,866 8,885 1,019 13.0
(87.4) (89.7) (86.6) (76.1) (84.3)
4,129 4,200 4,262 4,215 4,291 76 1.8
(55.1) (54.5) (52.3) (55.4) (54.4)

221,204 226,790 223,311 228,608 233,504 4,896 2.1
(61.9) (62.5) (62.2) (64.4) (64.8)

対前年度比較
２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度

合 計

水 道

病 院

下 水 道

ガ ス

そ の 他

○料金収入の状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

※（）内の数値は、総収益に占める料金収入比率である。 
※各項目の数値は表示単位未満を四捨五入しているため、その内訳を合計した数値は合計欄の数値

と一致しない場合もある。また、増減率等は、千円単位で算出したものである。 
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○他会計繰入金の状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

※各項目の数値は表示単位未満を四捨五入しているため、その内訳を合計した数値は合計欄の数値
と一致しない場合もある。また、増減率等は、千円単位で算出したものである。 

（単位：百万円、％）
年度 令和

増減額 増減率
事業 (A) (B) (B)-(A) (B)-(A)/(A)

水 道 6,839 6,979 7,275 7,598 8,012 414 5.5
病 院 20,948 18,934 18,957 18,878 20,300 1,422 7.5
下 水 道 43,609 41,587 44,188 43,024 39,921 ▲ 3,104 ▲ 7.2
ガ ス 5 6 7 6 12 6 102.7
そ の 他 4,117 3,458 3,483 3,447 3,947 501 14.5
合 計 75,519 70,964 73,910 72,953 72,192 ▲ 761 ▲ 1.0

対前年度比較
２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度
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※累積欠損金は、法適用企業のみ対象としている。 
※各項目の数値は表示単位未満を四捨五入しているため、その内訳を合計した数値は合計欄の数値

と一致しない場合もある。また、増減率等は、千円単位で算出したものである。 

○累積欠損金の状況 

 
 
 
 
 
 
 

（単位：百万円、％）
年度 令和

増減額 増減率
事業 (A) (B) (B)-(A) (B)-(A)/(A)

水 道 1,365 1,071 1,019 1,610 630 ▲ 980 ▲ 60.9
病 院 37,043 33,591 32,048 36,920 46,117 9,196 24.9
下 水 道 392 487 496 551 655 104 18.9
ガ ス 0 0 27 26 11 ▲ 15 ▲ 56.2
そ の 他 289 345 428 0 0 0
合 計 39,090 35,495 34,018 39,107 47,413 8,306 21.2

対前年度比較
２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度

- 16 -



 

 

３ 健全化判断比率及び資金不足比率（見込み）の概要 

令和６年度決算に基づく健全化判断比率は、全ての市町村でいずれの指標にお

いても早期健全化基準を下回った。 

また、資金不足比率について、全ての市町村のいずれの公営企業会計において

も、経営健全化基準（20％）を下回った。 

※健全化判断比率は、令和７年 8 月 29 日現在の算定結果を速報として取りまとめたもので、各団体において公

表手続の途中にある数値であり、変動する場合がある。 

 

（１）実質赤字比率・連結実質赤字比率 

いずれの市町村も赤字は発生していない。 

※実質赤字比率 

・地方公共団体の一般会計等の赤字額を一般財源の標準的な大きさにより指標化したもので、一般会計等

の財政運営の悪化の度合いを示すもの 

・市町村の早期健全化基準は、財政規模に応じて 11.25％～15％、財政再生基準は 20％ 

※連結実質赤字比率 

・公営企業会計を含む地方公共団体の全会計の収支を合算し、その赤字額等を一般財源の標準的な大きさ

により指標化したもので、地方公共団体全体の財政運営の悪化の度合いを示すもの 

・市町村の早期健全化基準は、財政規模に応じて 16.25％～20％、財政再生基準は 30％ 

 

（２）実質公債費比率 

早期健全化基準である 25％以上の団体や地方債の発行に許可を要する 18％ 

以上の団体はなかった。県平均（単純平均）は、前年度比 0.1 ポイント増の 6.1％

となった。 

※実質公債費比率 

・地方債の返済額及びこれに準じるものの額の大きさを一般財源の標準的な大きさにより指標化したもの

で、資金繰りの程度を示すもの 

・早期健全化基準は 25％、財政再生基準は 35％ 

 

〇実質公債費比率（県平均）と 18％以上の団体数の推移 
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（３）将来負担比率 

早期健全化基準である 350％（政令市は 400％）以上の団体はなかった。県平均

（単純平均）は、前年度比 2.1 ポイント増の 20.1%となった。 

※将来負担比率 

・地方公共団体の一般会計等の地方債や将来支払っていく可能性のある負担等の現時点での大きさを一般

財源の標準的な大きさにより指標化したもので、将来財政を圧迫する可能性の度合いを示すもの 

・早期健全化基準は 350％（政令市は 400％）、財政再生基準はなし 

 
〇将来負担比率（県平均）の推移 

 

 

（４）各公営企業会計の資金不足比率  

全ての市町村のいずれの会計においても、経営健全化基準（20％）を下回った。 
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